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概要 
本研究では，援助要請に対する他者のふるまいが見

知らぬ他者への援助行動に及ぼす影響を検討した．通
行人 289 名を，通行人役がアンケートに協力している
協力条件，通行人役がアンケートへの協力を拒否し去
る非協力条件，通行人役が存在しない統制条件のいず
れかに割り当て，アンケート協力への承諾率を条件間
で比較した．その結果，協力条件と統制条件で，非協力
条件よりも承諾率が高かった．よって，他者が援助要請
を拒否することで援助行動が抑制されることが示唆さ
れた． 
 
キーワード：援助行動，向社会的行動，向社会的模倣，
記述的規範 

1. 問題と目的 

日本においては，たとえ見知らぬ他者であっても援

助が必要とされる状況が存在するにもかかわらず (e.g., 

東京都福祉保健局, 2022)，見知らぬ他者を援助すること

が少ないことが指摘されている  (e.g., Charities Aid 

Foundation, 2019)．よって，日本において，見知らぬ他

者への援助行動を促進する手立てを検討することの社

会的意義は高い． 

 援助行動の生起には，思いやり感情や共感などの援

助者の内的要因だけでなく，周囲の他者のふるまいと

いった社会的要因が関与する．他者のふるまいに着目

したアプローチとして，記述的規範 (descriptive norm) 

研究と向社会的模倣 (prosocial modeling) 研究がある．

記述的規範とは，社会規範の一つであり，「今ここで，

大多数の人はどのように行動しているか」あるいは「自

分と同じ状況に遭遇した場合，大多数の人はどのよう

にふるまうか」に関する社会規範である (Cialdini et al., 

1990)．例えばCroson et al. (2009, Study 2) では，1人の

他者の寄付額という社会的情報を参加者に呈示するこ

とで，記述的規範認知が変化し，寄付に関する行動意図

が変化することが媒介分析によって示された．向社会

的模倣とは，他者が向社会的行動をとっている場面を

目撃すると，その目撃者も向社会的行動をとりやすく

なる現象のことを指す (Jung et al., 2017)．例えばBryan 

& Test (1967) および Solomon & Grota (1976) では，既

に援助している者が 1 人いる条件の方が，そのような

他者がいない条件と比較して，援助率が高かった．記述

的規範研究と向社会的模倣研究は，見知らぬ他者への

援助行動を促進する手立てとして一定の成功を収めて

いるが，これらの 2 つの研究領域では，寄付行動以外

の援助行動を取り扱った研究が少なく，加えてフィー

ルドでの検討が少ないといった限界がある． 

 この点を改善した研究として，平山・清河 (2024) が

ある．その研究では，大学構内の通行人を対象としたフ

ィールド実験を実施し，援助行動として，アンケートへ

の協力を取り上げた．これは，「謝礼に関する情報を与

えられていない状態で，回答データを必要としている

調査実施者に対して利益をもたらす行為」であり，援助

行動の定義 (Nadler, 2020) に合致する．検討された仮説

は，「見知らぬ他者からの援助要請に対する他者のふる

まいが，それと一致した方向に他者への援助行動を方

向づける」であり，アンケート協力への承諾率は，通行

人役がアンケートに協力している協力条件において，

通行人役が依頼を拒否し去る非協力条件よりも高いと

予測した．結果として，条件間で承諾率に差は見られ

ず，仮説は支持されなかった．また，援助要請に応じた

参加者を対象に，記述的規範認知および援助志向性を

測定し，条件間で比較したが，結論を下すに足るデータ

が得られなかった． 

平山・清河 (2024) において，承諾率に関して，仮説

を支持する結果が得られなかった原因として，手続き

に改善すべき点があった可能性がある．第一に，人通り

の多さや道幅の広さの影響によって，通行人役に参加

者の注意が向きにくかった可能性がある．第二に，援助

要請者である依頼役が参加者に直接声を掛ける以外に

援助が必要であるということを伝える手がかりを用意
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しなかったため，援助を必要としていることに気づか

なかった可能性がある．これらの点を改善した上で再

度検討を行う必要がある． 

以上より，本研究では，平山・清河 (2024) の手続き

を改善した上で仮説の再検証を行う．なお，上記の 2点

に加えて，ベースラインとして，通行人役がいない統制

条件を設けて，援助要請に対する他者のふるまいが見

知らぬ他者への援助行動に及ぼす影響をより詳細に検

討する．「見知らぬ他者からの援助要請に対する他者の

ふるまいが，それと一致した方向に他者への援助行動

を方向づける」という仮説に基づいて，以下の予測をし

た．第一に，承諾率は，降順に，協力条件，統制条件，

非協力条件となるだろう (予測 1)．第二に，記述的規範

認知に関しては，降順に協力条件，統制条件，非協力条

件の順でより協力的な記述的規範認知を有しているだ

ろう (予測 2)．第三に，援助志向性については，非協力

条件における援助者は援助に非協力的な記述的規範が

あるにもかかわらず，自ら進んで援助した人，統制条件

における援助者は援助に協力的な記述的規範がないに

もかかわらず，自ら進んで援助した人と解釈すること

ができる．よって，援助志向性は，降順に，非協力条件，

統制条件，協力条件となるだろう  (予測 3)． 

2. 方法 

2.1 実施期間  

本研究は東京大学倫理審査専門委員会の承認を受け

て (承認番号 23－417)，2024年 5月上旬から 7月上旬

の平日 10日間に実施した．実施時間は，10時 30分か

ら 12 時および 13 時から 16時 30分であった．天候が

参加者のふるまいに影響を及ぼすことが予想されたた

め，曇りあるいは晴れの日のみ実施した．データ収集が

可能な日数は，各曜日につき 3 日を上限とした． 

2.2 参加者  

東京大学本郷キャンパスの伊藤国際学術研究センタ

ー門付近を通過する通行人 289 名を対象とした．参加

者は，①1人で歩いている，②推定 18歳以上である，

③日本語が理解できる，④研究従事者と面識がない，⑤

参加者の前方に他の通行人がいない，⑥参加者の背後

約 7m 以内に他の通行人がいないという 6 点を全て満

たす者とした．参加者は，協力条件，非協力条件，統制

条件のいずれかに無作為に割り当てられた．依頼され

たアンケートに回答した参加者に対しては，謝礼とし

て 100 円相当の文房具を進呈するほか，デブリーフィ

ングをした上でデータ使用に対する同意書への回答を

求めた． 

2.3 手続き 

基本的には，平山・清河 (2024) の手続きを踏襲した．

以下，先述した限界点を考慮し本研究において改善し

た点を交えながら，手続きについて詳述する． 

実験は第一著者および 2 名の研究協力者 (20 代前半

女性) によって実施した．2名の研究協力者が依頼役A，

通行人役，第一著者が依頼役 Bとして，事前に定めた

スクリプトに従って実験を実施した．なお，平山・清河 

(2024) では 2名の研究協力者が毎回各役割を務めたの

に対して，本研究では 7 名の研究協力者が交代で各役

割を務めた． 

協力条件では，通行人役が依頼役Aからのアンケー

トへの協力依頼を承諾しアンケートの回答を始める場

面を参加者に呈示した後，依頼役Bが参加者にアンケ

ートへの協力を依頼した．非協力条件では，通行人役が

依頼役Aからのアンケートの協力依頼を拒否し去る場

面を参加者に呈示した後，依頼役Bが参加者にアンケ

ートへの協力を依頼した．統制条件では，通行人役のふ

るまいを呈示せず，依頼役 Bが参加者に対してアンケ

ートへの協力を依頼した． 

アンケートへの協力を依頼する際は，条件によらず

同じ言い回しを用いて，所要時間が 5 分であることと

アンケートの内容を伝えた上で依頼した．真の研究目

的を伝えることで参加者の自然なふるまいが損なわれ

ることを防ぐため，参加者には「日常生活スキルに関す

る調査を実施している」というカバーストーリーを伝

えた．平山・清河 (2024) からの変更点として，依頼の

際に参加者の注意が通行人役のふるまいに向きやすく

なるように，依頼役Bは，協力を呼び掛ける旨を記載

したホワイトボードを首から掛けた依頼役Aの方を指

差しながらアンケートへの協力を依頼した．  

参加者が依頼を拒否した場合，そこで声掛けは終了

した．参加者が依頼を承諾した場合，依頼役Bはアン

ケート用紙とペンを挟んだクリップボードを参加者へ

手渡し回答を促した．アンケートは順に日常生活スキ

ルに関する質問，デモグラフィック変数（年齢・性別）

に関する質問，本アンケートに対する印象に関する質

問（記述的規範認知に関する質問），本調査の目撃経験

に関する質問，援助志向性に関する質問，自由記述項目

から構成された．以上は，平山・清河 (2024) と共通で

あったが，本研究では，これに加えて，依頼役Bが事

後インタビューとして，「自分よりも先にアンケートへ
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の協力を依頼されている通行人がいたか」を尋ねた．こ

の質問に対し参加者が「他の通行人がいた」と回答した

場合は，その通行人との面識の有無，依頼に対するその

通行人の反応を参加者に尋ねた．以上の手続きにおい

て，依頼役 Aは時刻，通行人役及び参加者が依頼を承

諾したかどうか，事後インタビューにおける参加者の

回答内容を記録した． 

2.4 尺度 

日常生活スキル 嘉瀬他 (2016) の青年・成人用ライ

フスキル尺度に含まれる「意思決定」(8項目) に対し，

4 件法 (1：全く当てはまらない，2：あまり当てはまら

ない，3：やや当てはまる，4：とても当てはまる) で回

答を求めた． 

記述的規範認知 「このアンケートの回答を 10名分

集めるためには，最低何人に声をかける必要があると

思うか」（以下，「見積もり人数」），「通行人に声をかけ

てアンケートを依頼した場合，承諾してもらえる確率

は何%だと思うか」（以下，「主観的援助確率」）の 2項

目に対して，それぞれ英数字で回答を求めた．  

援助志向性 Webb et al. (2000) の Attitudes toward 

helping others (AHO) 尺度を日本語に訳した 4項目に対

し，日常生活スキルと同様 4件法で回答を求めた． 

3. 結果 

手続き上のミスがあった参加者のデータ (n = 11)，日

常生活スキルに関する質問が本研究の真の目的と無関

係であることに気づいた参加者のデータ (n = 1)，アン

ケートあるいは事後インタビューにおいて「本調査の

実施場面を以前に目撃したことがある」と回答した参

加者のデータ (n = 11)，「日本語が理解できない」と回

答した参加者のデータ (n = 9) を全ての分析から除外

した．見積もり人数，主観的援助確率，AHO尺度のい

ずれかの回答に不備があったデータはなかった．よっ

て，承諾率の分析では 257名のデータ，見積もり人数，

主観的援助確率，AHO 得点の分析ではそれぞれ 60 名

のデータを用いて，臨界値を 3 および 1/3 とするベイ

ズファクター (BF: Bayes Factor) を用いた検定を実施

した．分析には，JASP 0.18.3. (JASP team, 2024) を使用

した． 

3.1 承諾率 

承諾率は，協力条件が 81名中 24名 (29.63 %)，統制

条件が 89名中 24名 (26.97 %)，非協力条件が 87名中

12 名 (13.79 %) であった．協力条件と非協力条件の承

諾率を比較するために，平山・清河 (2024) で得たデー

タに基づき，事前分布として SD = 0.337とする正規分

布を仮定しBFを算出した．その結果，協力条件の方が

非協力条件よりも承諾率が高いことが認められた (BF 

= 5.76)．次に，統制条件と非協力条件，協力条件と統制

条件の承諾率を比較するために，JASPのデフォルトで

ある SD = 1.000の正規分布を事前分布として仮定しBF

を算出した．その結果，統制条件の方が非協力条件より

も承諾率が高いことが認められた (BF = 5.40)．協力条

件と統制条件に関しては，承諾率の差の有無に関して

確証を得られなかった (BF = 0.45)． 

3.2 記述的規範認知 

見積もり人数の平均は，協力条件で 62.08 (n = 24, SD 

= 46.08)，統制条件で 40.63 (n = 24, SD = 20.15)，非協力

条件で 51.25 (n = 12, SD = 51.84) であった．条件間にお

ける平均値差の有無を調べるため，各条件対において

独立な 2 群の t 検定の片側検定を実施した．協力条件

と非協力条件の比較においては，平山・清河 (2024) で

得たデータを基に標準化差 0.290 の正規分布を事前分

布とし，その他の条件対比較においては JASPのデフォ

ルトの事前分布である尺度母数 0.707 のコーシー分布

を事前分布として用いた．その結果，協力条件と統制条

件においては，平均差は認められなかった (BF = 0.11)．

協力条件と非協力条件，統制条件と非協力条件におけ

る平均値差の有無に関しては，確証は得られなかった 

(BF = 0.58, BF = 0.71)．  

主観的援助確率の平均は，協力条件で 26.04 (n = 24, 

SD = 17.45)，統制条件で 29.58 (n = 24, SD = 17.01)，非協

力条件で 28.58 (n = 12 , SD = 23.66) であった．条件間に

おける平均値差の有無を調べるため，各条件対におい

て独立な 2 群の t 検定の片側検定を実施した．協力条

件と非協力条件の比較においては，平山・清河 (2024) 

で得たデータを基に標準化差 0.289 の正規分布を事前

分布とし，その他の条件対比較においては JASPのデフ

ォルトの事前分布である尺度母数 0.707 のコーシー分

布を事前分布とした．その結果，協力条件と統制条件の

間で平均に差は認められなかった (BF = 0.19)．協力条

件と非協力条件，統制条件と非協力条件においては，平

均値差の有無に関して確証は得られなかった (BF = 

0.65, BF = 0.37)． 

3.3 援助志向性 

AHO 得点の平均は，協力条件で 12.33 (n = 24, SD = 

3.05)，統制条件で 12.71 (n = 24, SD = 2.05)，非協力条件

で 13.17 (n = 12, SD = 1.90) であった．条件間における
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平均値差の有無を調べるため，各条件対において独立

な 2 群の t 検定の片側検定を実施した．協力条件と非

協力条件の比較においては，平山・清河 (2024) で得た

データを基に標準化差 0.287 の正規分布を事前分布と

し，その他の条件対比較においては JASPのデフォルト

の事前分布である尺度母数 0.707 のコーシー分布を事

前分布とした．その結果，協力条件と非協力条件，統制

条件と協力条件，統制条件と非協力条件のいずれにお

いても平均値差の有無に関して確証は得られなかった 

(BF = 1.27, BF = 0.43, BF = 0.56)． 

4. 考察 

 本研究では，平山・清河 (2024) の手続きを改善した

上で，フィールド実験によって，援助要請に対する他者

のふるまいが見知らぬ他者への援助行動に及ぼす影響

を検討した．結果として，協力条件と統制条件の大小関

係については BF が基準に達しなかったことから結論

を下すことができなかったものの，協力条件および統

制条件は非協力条件よりも承諾率が高いことが示され

た．よって，仮説は部分的に支持された．これは平山・

清河 (2024) とは異なる結果である．記述的規範認知と

援助志向性については，BFが基準に達しない場合が多

く，明確な結論を下すことができなかった． 

 協力条件と非協力条件の間で承諾率に差が見られた

ことは，人々が見知らぬ他者を援助するか否かを決定

する際には，援助要請に対する周囲の他者のふるまい

を少なからず参照していることを示唆している．しか

し，他者のふるまいの影響の方向として，援助行動の促

進と抑制があり得るが，本研究の結果からは抑制方向

の影響のみが見られたことになる．すなわち，援助要請

を拒否している他者の存在が援助行動を抑制した結果，

協力条件と非協力条件で承諾率に差が生じた可能性が

ある．その一方で，Bryan & Test (1967) や Solomon & 

Grota (1976) では協力条件と統制条件の間で差が示さ

れている．結果が分かれた理由として，援助行動には文

化的要因が関与している可能性が考えられる (レビュ

ーとして新谷, 2020)．  

 本研究の限界は，気温などの環境要因を十分に統制

できなかった点，援助要請を拒否した参加者について

の情報を十分に得られなかった点，参加者の属性に偏

りがある点が挙げられる．援助要請に対する他者のふ

るまいが見知らぬ他者への援助行動に及ぼす影響を明

らかにするためには，今後これらの限界点を改善し，更

なる検討を行う必要がある． 

5. 付記 

研究は，https://osf.io/zgaw2に登録されている．平山・

清河 (2024) は，日本社会心理学会第 65 大会にて発表

予定である． 
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